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埼玉県介護福祉士修学資金等貸付事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、介護福祉士修学資金等の貸付に要する費用について、社会福祉

法人埼玉県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）に対し、毎年度の予

算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

第５８条第２項から第４項まで、社会福祉法人に対する助成の手続を定める

条例（昭和３８年埼玉県条例第１５号）及び補助金等の交付手続等に関する

規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

 （補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる実施要綱に基づいて行

う貸付事業及びそれに係る貸付事務費とする。 

 一 「埼玉県介護福祉士修学資金等貸付制度実施要綱」（平成２８年４月１ 

  日福祉部長決裁） 

 二 「埼玉県介護分野就職支援金貸付事業実施要綱」（令和３年６月３日福 

  祉部長決裁） 

 三 「埼玉県福祉系高校修学資金貸付事業実施要綱」（令和３年６月３日福 

  祉部長決裁） 

 （貸付事務費） 

第３条 当該貸付事業に係る事務費は、貸付けに関する事務を行っている期

間、１年度につき３，８８０万円を上限とする。 

 （申請書の様式及び提出期限） 

第４条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとし、その

提出期限は、毎年度別に定めるものとする。 

 （申請書の添付書類） 

第５条 前条の申請書には、次の書類を添付するものとし、規則第４条第２項

第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 一 貸付事業計画書（別表１） 

 二 所要額調書（別表２） 

 三 埼玉県社会福祉協議会介護福祉士等修学資金貸付事業特別会計収支予算

書又は補正予算書（見込書）（抄本） 

 四 その他参考となる資料  

 （交付決定通知書の様式） 

第６条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 （交付の方法） 

第７条 この補助金は、概算払で交付することができる。 

 （補助事業の変更） 

第８条 補助事業の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認

を受けなければならない。 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

 （補助事業により取得した財産） 
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第１０条 補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以

上の機械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣

が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、この補助金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は

廃棄してはならない。 

 （補助事業により取得した財産の処分による収入） 

第１１条 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 （補助事業により取得した財産の管理） 

第１２条 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助

事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その

効率的な運営を図らなければならない。 

 （補助事業の事業運営実績報告） 

第１３条 県社協は、四半期ごとの事業運営実績について、書面で知事に報告

しなければならない。 

 （変更交付申請） 

第１４条 第６条で交付決定された金額の変更があった場合には、様式第３号

のとおり変更交付申請書を毎年度３月３１日までに提出するものとする。 

 （実績報告書の様式及び提出期限） 

第１５条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第４号のとおりとし、そ

の提出期限は、毎年度３月３１日までとする。 

 （実績報告書の添付書類） 

第１６条 前条の実績報告書には、次の書類を添付するものとする。 

 一 補助金精算額調書（別表３） 

  二 貸付実績報告書  
 三 埼玉県社会福祉協議会介護福祉士等修学資金貸付事業特別会計収支決算     

  書又は決算見込書（抄本） 

 （交付額の確定） 

第１７条 規則第１４条の額の確定通知書の様式は、様式第５号のとおりとす

る。 

 （補助事業の遂行） 

第１８条 補助事業が期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難にな

った場合には、速やかに、知事に報告してその指示を受けなければならな

い。 

 （補助事業の廃止） 

第１９条 県社協は、介護福祉士修学資金等貸付事業を廃止する場合には、県

社協が現に貸し付けている貸付金の状況及び当該貸付金の貸付計画等を知事

に報告するとともに、補助事業を廃止する時期までの間接補助金の額の合計

額を限度として知事が定める額を県に返還しなければならない。 

 （書類の整備保管） 

第２０条 県社協は補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備

え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備しておかなければ

ならない。 

２ 前項の規定する帳簿及び証拠書類は、補助金の額の確定の日（事業の中止

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S30/S30HO179.html
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S30/S30HO179.html
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又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の修

了後５年間保管しなければならない。 

 （暴力団排除に関する誓約） 

第２１条 県社協は、様式第６号記載の暴力団排除に関する誓約事項について

補助金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこ

れに同意したものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年６月２７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年７月１７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年７月８日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年９月１日から施行する。 

 


